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第３０回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日 時  令和６年９月２４日（火）１４：００ ～ １５：５８ 

 

２．場 所  中央合同庁舎第８号館６階６２３会議室 

 

３．出席者  原子力委員会 

        上坂委員長、直井委員、岡田委員 

       内閣府原子力政策担当室 

        武藤参事官 

       日立製作所 

        吉村事業主管 

       日本原子力産業協会 

        木下事務局長 兼 国際部長 

 

４．議 題 

 （１）原子力人材育成戦略ロードマップ２０２３年度改訂版（日立製作所 事業主管 吉村

真人氏） 

 （２）第５７回原産年次大会について（日本原子力産業協会 事務局長 兼 国際部長 木

下雅仁氏） 

 （３）その他 

 

５．審議事項 

（上坂委員長）時間になりましたので、令和６年第３０回原子力委員会定例会議を開催いたし

ます。 

  本日の議題ですが、一つ目が原子力人材育成戦略ロードマップ２０２３年度改訂版、二つ

目が第５７回原産年次大会について、三つ目がその他であります。 

  それでは、事務局から説明をお願いいたします。 

（武藤参事官）一つ目の議題でございます原子力人材育成戦略ロードマップ２０２３年度改訂

版ということで、本日は日立製作所原子力ビジネスユニット、事業主管、吉村真人様から御
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説明いただきます。その後に質疑を行わせていただいております。 

  本件は、原子力利用に関する基本的考え方の３．９「原子力利用の基盤となる人材育成の

強化」に主に関連するものでございます。 

  それでは、吉村様から御説明をよろしくお願いいたします。 

（吉村事業主管）今、御紹介にあずかりました日立製作所の吉村と申します。今日は原子力人

材育成戦略ロードマップ２０２３年度改訂版について説明させていただきます。 

  このロードマップは、人材育成ネットワークで昨年度検討されまして、今年３月に完成し、

現在、人材育成ネットワークのホームページ上で公開されている文書があります。公開資料

は、パワーポイントとワードの解説文という構成でかなり大部な内容になっておるのですけ

れども、本日はお手元の資料を使いまして概要を説明させていただきます。 

  それでは、めくっていただきまして、右下１ページから説明します。 

  最初に、少し原子力人材育成ネットワークについて説明しておきたいと思います。 

  原子力人材育成ネットワークというのは、２０１０年の１１月に原子力に関わる官民の関

係機関のネットワーク機構として発足したものでして、現時点で８４の機関が参加しており

ます。運営委員会の下に、ここに示しますように五つの分科会が組織されていまして、この

各分科会は参加機関の委員で構成されていて、定期的に分科会の会合を行って、それぞれの

テーマに関して意見交換とか情報共有を行う、こういう活動を推進しています。 

  ２０１９年に運営委員会の下に戦略ワーキンググループというのを新たに組織しまして、

ここでネットワーク全体、活動全体を俯瞰した戦略的な方向付けを行うという機能を付加し

ました。今回説明する人材育成戦略ロードマップの改訂作業というのも、この戦略ワーキン

ググループの活動の一環として着手されたものです。 

  私が、戦略ワーキンググループが設立された２０１９年から現在まで主査を務めておりま

して、本日私が説明するというのは、製作所の立場ということではなくて、この戦略ワーキ

ンググループの主査としてこの場にいる、こういうふうに御理解いただきたいと思います。 

  それでは、次のページ、右下ページ２でございます。 

  この戦略ロードマップは、オリジナルは２０１４年に策定されました。策定当時の背景と

して、福島第一原子力発電所事故後の原子力人材育成に対する危機感というものがありまし

た。その後、１０年が経過しまして、その間、原子力を取り巻く環境にも大きな変化があり、

改めて現状を整理して、今後に向けた人材育成施策の方向性を示すことが必要というふうに

考えて改訂作業に着手したわけでございます。 
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  改訂に当たって考慮した情勢の変化というのは、ここに書かれていますように、２０５０

年のカーボンニュートラル社会の実現、それから、ロシアによるウクライナ侵攻、こういっ

た事象を踏まえて、原子力の将来的な役割についての議論に変化があったこと、また、人材

に関わる一般的な情勢変化として、人材の流動化とか多様性に関する議論が進んでいる、こ

ういうことを背景にそういう状況を反映して今回の改訂に臨んだということでございます。 

  では、次、３ページ。 

  先ほど、改訂に着手した動機として現状整理と今後に向けた施策の方向性を示すことと申

しましたけれども、このシートは具体的にこのロードマップは一体誰に向けて、何を目的と

したロードマップかということを説明しております。 

  一つ目が課題の共有ということでして、原子力人材育成ネットワークを構成している産・

官・学の原子力関係者の間で共通の課題認識を得るということをまず目的としております。 

  二つ目が、ネットワーク分科会の活動への指針を与えるということでして、現在の活動に

よってできていることとできていないことがあるわけですけれども、これを明確にして各分

科会が活動計画を作るに当たって、施策が未着手であるような事柄に少しでも活動内容を広

げていく、そういう方向で計画立案ができるような、そういう方向性を示すというふうな使

い方があるというふうに思っております。 

  最後が、関係省庁との対話の促進ということが書いてありますけれども、今回整理した課

題の中には、現時点で組織横断的な取組が進んでおらず、今後、関係省庁との対話を通じて

活動の具体化を図る必要のあるものが多く存在します。このロードマップで整理した結果を

ベースとすることでそうした対話が効率的に進めることができる、そういうふうに考えてお

ります。 

  次、４ページ、めくってください。 

  原子力人材育成施策とは何かというのを考えるに当たって、まず育成施策には大きく二つ

の側面があるという整理をしております。一つ目が、人材の獲得に関わる施策ということで

ございまして、まず、育成する以前に原子力に人が集まる環境が必要だという問題認識、原

子力の持続的な利用を実現するためには、原子力という産業研究分野が魅力的であって、多

様な分野の社会人や学生が原子力分野で活躍することを志向する、そういう環境をつくり出

すための施策が必要という認識です。 

  また、そのような環境となるためには、原子力の社会的な役割が広く国民に理解され、支

持されているという状況が必要であると考えまして、この二つを一つにまとめてこの左下に
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①と書いてあります、原子力の人材の獲得、原子力の社会的・国民的認知度向上のための施

策という区分をこのロードマップの大きな一つの区分として整理している、そういう構成に

なっております。 

  次のページ、５ページになります。 

  二つ目の大きな切り口が、今度は人材の維持と育成ということでして、原子力という分野

に携わることを選択した人材がその分野で持続的に活躍し、必要な知識、経験を身に付ける

ための施策ということです。この人材の維持と育成施策というものを整理するに際しては、

どのように原子力に関わっている人材かによって施策の内容も異なってくるので、対象とす

る人材を四つに区分して施策を整理してあります。 

  一つ目が、原子力産業界の人材育成に対する施策ということで、左下の②というナンバリ

ングになっている施策区分ですね。このときに原子力産業といっても電力会社やメーカーの

ようなエネルギー利用に関わる産業と、例えば医療とか農業における放射線利用といったよ

うな非エネルギー分野の産業があります。そういう産業では人材育成に関わる状況もいろい

ろ異なっているということもあって、このロードマップを作る際には、産業界の人材として

はエネルギー事業に関わる原子力産業人材の施策に焦点を絞った検討をしております。これ

は、初版のロードマップが福島事故後の原子力エネルギー産業の人材維持に関する危機感か

らスタートしており、原子力産業界としてエネルギー利用産業に焦点を当てた検討になって

おりましたことから、今回改訂に際してもその考え方は踏襲して、その範囲で今回産業界の

人材育成については取り組んでいるということになります。 

  二つ目の分類が、研究開発人材育成に対する施策ということで、ここは産業界、大学、研

究機関、それぞれの機関で原子力に関わる研究開発に携わっている人材の育成に関わる施策

というものをまとめております。 

  三つ目の区分が、教育関連の人材育成に対する施策です。これは大学とか高専等の高等教

育機関で原子力の専門人材育成に携わっている人材と、そこで教育を受けている原子力専攻

の学生を対象にしておりまして、教える側と教わる側、双方の人材が維持、育成されるため

に必要な教育環境を整えるための施策というものをこの区分にまとめているという構成です。 

  最後の区分が、国際・海外人材の育成に対する施策です。これはエネルギー基本計画にも

国際連携とか国際協力の必要性、それに対する言及がありますように、今後、原子力開発に

国際連携は欠かせない状況でありますし、また、カーボンニュートラル社会の実現に向け、

今グローバルな原子力利用拡大の動きがある中で、日本としても国際協力とか国際貢献が求
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められる状況にある。産業とか研究開発、教育といったそれぞれの現場で必要な専門人材が

必要ということに加えて、それら全ての現場に共通する課題として、国際化対応人材の育成

があるという考えに基づいて、国際化に関わる施策というものを独立した区分とし、ここで

そういう施策をまとめる、こういう全体構成を取っております。 

  では、次のページ。 

  検討プロセスについて少し説明しますけれども、右側にロードマップに展開する施策とし

て①から⑤までの項目があります。先ほどから説明しました施策の区分でして、①に人材の

獲得に関する施策として一つの大きな区分があり、②から⑤に、人材の維持、育成施策とし

て、対象人材に応じて四区分、合わせて五つの区分ということで整理しているわけですけれ

ども、それぞれの区分でどのような施策が必要なのかを抽出する作業にはバックキャスティ

ングの手法を使っています。オリジナルのロードマップを作るときにも同様の手法で検討を

いたしました。 

  想定する将来像として、１０年後のあるべき姿を描いて、その実現にとってリスクとなり

得る事項を課題として抽出し対応策を考える、こういう手順を取っております。 

  例えば、人材獲得と原子力の社会的・国民的認知度向上のための施策というものを抽出す

るに際しては、まず、原子力の社会的認知、将来的な役割認識が１０年後どういうふうな状

況にあることが望ましいかということを記載した上で、その状態を実現するために必要な施

策を検討する、そういうことをやりました。 

  それから、例えば、原子力産業界の人材育成に対する施策を抽出するに際しては、１０年

後の原子力産業の状況を想定する必要があるんですけれども、これを内容としては福島の復

興再生、それから原子力発電の持続的な活用、核燃料サイクル・放射性廃棄物処分という三

つの分野に分けて１０年後の将来像を書きまして、そこに共通する人材育成上の課題を抽出

し、右側の施策の方にまとめました。 

  同様に、研究開発とか教育、国際貢献、国際展開という切り口で１０年後のあるべき姿を

記載し、それぞれに対応する人材育成課題と対応策を抽出する、こういうプロセスで検討を

行いました。 

  ページ７をお願いします。 

  ここから五つの区分に分類された施策について、簡単にその内容を紹介していきます。 

  最初の区分が、原子力人材の獲得、原子力の社会的・国民的認知度向上のための施策とい

うカテゴリーになります。 
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  内容に入る前に、この表のフォーマットについて説明しておきますと、まず、施策の内容

という部分に、大分類、中分類というように階層的に項目立てをしておりまして、それぞれ

の施策について、次の、実施主体という欄に、どのような機関が実施主体として考えられる

かを記載している、そういう構造になっています。 

  一番右端に人材育成ネットワーク活動という欄がありまして、ここにそれぞれの施策に関

連してどのような活動が人材育成ネットワークの分科会の活動として行われているかという

ことを記載してあって、これによって現状の分科会活動がどのような範囲の施策に、どの程

度寄与しているかということが一見して分かるような整理となっております。 

  まず、この区分ですが、大分類が三つありまして、一つ目に掲げてあるのが社会的認知度

の把握という項目です。認知度の向上にとって有効な施策を計画実行しようと思うと、社会

的認知度の現状を知って、それが施策の実行によってどのように変化しているかということ

を確認する手段が必要になるわけで、現在、原子力文化財団が実施している世論調査とか、

原子力産業協会が実施している意識調査、採用動向調査といったものがこれに該当しますが、

こういう調査が認知度向上施策の立案に、より効果的に活用されるように継続的な改善活動、

これが必要と考えており、それが施策の内容となっております。 

  これに関して、人材育成ネットワーク活動として何をやっているかというと、調査結果を

会員企業機関で共有するための活動ということが主たる活動で、これはネットワーク事務局

が運営するシンポジウムとか運営委員会といった場を通じて行われております。 

  大分類の二つ目が、原子力に対する国民の理解・信頼を得るための施策です。この分類は

更に三つの中分類に分かれていまして、一つ目が、国民が理解を深める場の拡大・活性化と

いうことで、説明資料を整理するとか、セミナー等を企画、開催、また市民大学とか生涯教

育を通じての理解を深める、こういう活動を挙げております。 

  中分類の二つ目が、社会への効果的な働きかけということで、これは広報活動のネットワ

ーク化とか、科学コミュニケーター、インフルエンサーを育成・活用するといった施策を挙

げております。 

  この二つの中分類に関してのネットワーク活動としての取組ということですけれども、こ

こには特別に取り組んでいる活動がないというのが今の現状でして、一般向けのセミナー等

が開催されることがあれば、適宜情報共有等を行うという機能を果たしますけれども、ネッ

トワークが主体となって資料作成、セミナー開催を企画するという活動を行っているわけで

はありません。また、広報活動については、ネットワークの会員企業、機関はそれぞれ個別
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の活動として広報活動を行っていますけれども、ネットワークとしての集合的な活動という

ものは現時点では行われていません。 

  次のページ、お願いします。 

  引き続き、今の大項目の続きなんですけれども、国民の理解・信頼を得るための施策の中

分類の三つ目がエネルギー教育の拡充ということで、ここでは教育内容の充実化、教員の育

成といった活動項目が挙げられております。ネットワーク分科会の活動としては、初等・中

等教育分科会の活動がここに関連しておりまして、学習指導要領の改訂に向けた働きかけと

か、教員に向けた講習会、施設見学会の実施、セミナーや教材の情報発信、こういうことを

この分科会で実施しております。 

  大分類の三つ目、最後が原子力人材の獲得に関わる施策ということで、産業界からの魅力

や将来性の発信、それから大学研究機関からの魅力的な研究コンテンツの発信、さらに、原

子力専攻以外の学生に対する原子力教育、こういった項目が挙げられております。 

  これらに関わるネットワーク分科会活動としては、実務分科会における情報共有とか、高

等教育分科会において研究紹介パネル作成支援とか、学生を対象とした施設見学会の開催、

こういった活動を実施しております。 

  次、右下９ページです。 

  次のシートは、原子力産業界の人材育成に対する施策でして、ここは四つの大分類で構成

されております。 

  一つ目が、技術／人材マップという項目で、これは技術・知識領域ごとの人材データの収

集と分析の必要性というものを指摘しております。人材育成施策を検討しようと思うと、原

子力産業界における人材の実態がどうなっているかということを知り、将来の需給動向を想

定した課題認識というものを必要とします。現在、こういうことに該当する調査としては、

原子力産業協会が実施している産業動向調査というものがありまして、ネットワーク会員企

業はその調査に協力し、また、調査結果は会員企業に周知される、共有化される、こういっ

た活動を行っております。 

  しかしながら、現状の産業動向調査の内容というのは、技術領域、知識領域ごとの人材状

況を把握するものではなく、そこから将来に向けた人材事業に関わる課題を抽出することは

なかなか困難な状況にあります。日本の原子力産業界の人材状況を的確に把握して分析でき

ること、それを定期的に仕組みを構築することが必要である、そういう政策内容になってお

ります。 
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  二つ目の大項目が人材の定着化、技術の維持という項目ですね。人材の流動化が進むとい

うことを想定しますと、人材が原子力産業界に定着するように、原子力産業界が多様な人材

が活躍できる働きがいのある業界である、そういう業界であるための施策というのが必要で

す。同時に、人材の入れ替わりが頻繁に発生したとしても、組織としての知識レベルが維持

されるような知識管理、ナレッジマネジメントを業界全体として強化していく、こういう取

組が必要ではないかという指摘をしております。 

  これに関わるネットワーク分科会の活動としては、実務分科会における情報共有とか、若

手技術者のネットワークワーキング支援活動等が挙げられます。 

  ３点目は、生きた現場の創設という項目です。知識や経験の獲得にはＯＪＴが最も有効で

して、ナレッジマネジメントを幾ら強化しても、実際に実践する現場がない知識、技術とい

うものを維持するのはより困難なタスクになります。ここでは特に新しいプラントの開発実

証とか建設の現場が長い間途絶えているということを一番大きな問題として捉えて、そこに

関わる政府によって行われているサプライチェーンの維持施策であるとか、開発実証プロジ

ェクト支援といった内容がこれに関わる対策という形で整理されております。 

  それから、最後に挙げた項目が重要分野、共通分野の人材育成施策というカテゴリーです。

ここでの用語の定義ですけれども、人材が希少となっている技術分野のことを重要分野とい

うふうに定義しています。先ほど述べましたような技術人材マップという活動で、原子力人

材の現状分析というものが精緻に行われるようになると、結果として日本の原子力産業全体

の中で、人材が希少となっている重要分野があるのかないのか、あるとしたらどこなのか、

そういうことが特定することができるようになるだろう、それが特定されれば、そのような

分野の人材育成というものを原子力産業全体の取組として実施すべきではないかという指摘

をしております。 

  また、共通分野というのは、原子力産業界の人材の多くに共通に必要となる知識分野とい

うことで定義していまして、例えば安全文化に関わる知識であるとか、原子力倫理とか、リ

スクコミュニケーションとか、核セキュリティとか、こういうような内容が例示されている

んですけれども、こういった知識は各企業が個別に教育するのではなくて、産業界として共

通に利用できる教育プラットフォームがあればいいのではないか、こういう指摘をここでは

しております。 

  後半の二つ、生きた現場と重要分野、共通分野の人材育成、この二つに関するネットワー

ク分科会の活動というのは、実務分科会の中で関連する事項の意見交換を行うということが
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主な活動内容になっている、そういう状況でございます。 

  それでは次、右下１０ページ、研究開発人材育成に対する施策、ここは二つの分類にして

ありまして、一つ目が研究開発環境の充実化ということで、研究開発に関わる人材と施設の

維持に関わる施策をまとめております。人材、施設いずれにおいても、原子力における日本

の研究開発力が国際的に競争力がある状態、これを目指すべき姿としておりまして、それに

向けて戦略的に研究開発プロジェクトを立ち上げる、施設の維持・更新を図る、こういうこ

とが必要という指摘の内容になっております。 

  二つ目の大分類が、研究開発体制・仕組みの変革ということで、内容としては、産学の共

同研究をより活性化する、それから開発・開発・実用化に至るサイクルを迅速化する、それ

から、ベンチャーとの連携等の仕組みづくり、こういう項目が挙げられております。このい

ずれの取組もやはり国際競争力のある研究開発のことを意識して、それに向けた体制とか、

プロセスの構築が必要という趣旨で指摘がなされております。 

  この分野、この研究開発の分野に関しては、ネットワーク分科会の活動としては実務と高

等教育の二つの分科会が関わっておりまして、それぞれの分科会内での情報共有とか、高等、

実務、双方の分科会の共同の会合等で相互の意見交換を行うといったような活動が実施され

ております。 

  次のページ、１１ページです。 

  ここは教育関連の人材育成に対する施策です。ここも二つの分類にしてありまして、一つ

目が原子力専門教育環境の充実化ということで、教授人材の維持・拡充、教育研究用施設の

維持・更新・新設、それから教育内容の充実といった項目が含まれています。この中で教育

内容の充実化については、現在、文部科学省の国際原子力人材育成イニシアチブ事業という

ものの下でＡＮＥＣ、未来社会に向けた先進的原子力教育コンソーシアムの略でございます

が、ＡＮＥＣの活動というのが行われております。ネットワークとしても、この活動と分科

会の連携を取るということで、高等教育分科会においてＡＮＥＣとの情報交換というものを

やっております。 

  それから、二つ目の大分類が産学連携促進ということで、産学の対話促進、ニーズ・シー

ズのマッチング、これはどういう意味かと申しますと、産業界が大学に何を求めるのか、大

学は何を提供できるのかといったことの対話を深めて、社会人教育において大学がより大き

な役割を担うような検討、こういうことを進めるべきだという指摘です。 

  それから、人材交流やその下にある寄附講座、インターンシップ、共同研究等の拡充、こ
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ういった項目は、教育環境の充実に向けて産業界のリソース、人、金をもっと活用していく

方向で検討をするべきだと、そういう趣旨の指摘になっております。 

  産学連携に関わるネットワーク活動、分科会活動としては、実務と高等教育の両分科会が

関わっておりまして、それぞれ情報共有とか意見交換、これが主な活動内容となっておりま

す。 

  最後の区分が国際・海外人材の育成に対する施策です。 

  ここは四つの大きな分類で構成されております。一つ目が国際人材の育成ということで、

ここでは国際化教育の充実化とグローバルな人材流動化の促進という項目を掲げております。

国際化教育については、現在、世界原子力大学とか、ＪＡＰＡＮ－ＩＡＥＡのマネジメント

スクール、こういった教育機会の活用を人材育成ネットワークの国際化分科会というところ

で推進しておりまして、更にこういった国際化教育を受講した卒業生向けのＷｅｂｉｎａｒ

開催、こういった活動も行われております。 

  グローバルな人材流動化の促進というのは、日本から海外への留学とかインターンシップ、

また、海外から日本への留学生受入れや雇用促進といった内容ですけれども、これに関して

は現在、ネットワークとしての具体的な活動は特になされていない状況にあります。 

  二つ目の大分類が、国際機関や国際会議等での活躍促進ということでして、日本として重

要と考える国際的な活動に戦略的に人を派遣するとか、国際的に活躍している日本人の専門

家が持っている人脈を維持していく仕組みを作る、考える、こういった内容になっています。 

  ネットワークの分科会活動としては、国際化分科会において、国際会議や国際機関に関す

る情報を収集して会員の企業に向けて発信するとか、現在、国際的に活躍している日本人の

専門家を招いてＷｅｂｉｎａｒを開催するといった活動を行っております。 

  次のページです。 

  引き続き国際・海外人材の育成に対する施策のここは三つ目の大分類ですね。三つ目の大

分類が国際貢献力、国際展開力向上というカテゴリーでして、ここでは国際的な大学連携で

あるとか海外の建設プロジェクトへの参画、それから国際的な研究プロジェクトへの参画、

国際規格、基準策定への貢献といった項目が挙げられております。 

  産業や研究開発、教育といったそれぞれの現場で日本の関連企業、機関の国際的な活動が

促進されるような施策を行うということを指摘しております。 

  ネットワーク分科会活動としては、この分類に関わる具体的な活動というのは現時点では

行っておりませんで、会員企業、機関がそれぞれの活動の中で個別に国際化に向けた活動を
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展開しているという状況にあります。 

  最後の分類が新興国支援ということでございまして、現在、ここは原子力国際協力センタ

ー、ＪＩＣＣという機関がありますけれども、そこが窓口となって原子力新規導入国に対す

る日本の人材育成支援事業というものを展開しております。この活動が継続され、持続的に

支援内容の充実化を図っていくということが施策の内容となっております。 

  ネットワーク分科会活動としては、海外人材育成分科会というものがありまして、ここの

活動がここにひも付いており、ＪＩＣＣが展開している人材育成支援事業への協力、成果の

共有、そういった活動を行っております。 

  １４ページ。 

  以上、五つの施策の区分の内容を駆け足で説明させていただきました。 

  それで、このシートでは今後の検討の話を書いてあるわけですけれども、今回の改訂で原

子力人材育成に関わる問題をできるだけ広く捉えて、俯瞰的に課題となり得る項目、施策を

必要とする項目を見える化するということはできたというふうに考えておりますが、一方で

多くの項目は必要な施策を指摘したところまではできていますけれども、具体的な施策の実

行に至ってないものが数多くあるということで、ロードマップとしては引き続き検討が必要

な状況にあると認識しております。 

  このシートの最初のビュレットにありますように、多くの課題に対してネットワークの分

科会の活動というのは、参加機関間での情報収集、情報共有、意見交換というようなネット

ワーク活動というものを主体としております。これはネットワークという機関、機構の性格

上、参加機関からの委員によって委員会形式で活動しているという状況ですから、ネットワ

ークが主体となって新たな活動の推進母体となるということはなかなか困難でして、やっぱ

り既に推進途上である活動に対して、ネットワークを通じて多くの機関の参加を促し、結果

を共有するというところがネットワークが果たす適切な機能だというふうに思っています。 

  この二つ目から三つ目のビュレットで記載しておりますように、現時点でネットワークが

支援する対象となる具体的な施策が動いていない分野に対しては、これから組織横断的な活

動を生み出していく、活性化させていくという取組が重要だというふうに考えていまして、

この最後のビュレットにあるように、今後、関係省庁との対話とかネットワーク運営委員会

の場を通じて継続的な議論を行っていきたい、そういうふうに考えているものでございます。 

  次が最後のシートになります。 

  この改訂ロードマップの中で、今申しました、今後継続的な議論を必要とする、取組が必



－12－ 

要だというような重点分野を七つ挙げて、それを提言という形で最後に示しています。その

内容を紹介します。 

  まず一つ目が、原子力広報に関わる戦略的な取組ということでして、これは先ほど説明し

ましたように、現在は各企業・機関が個別に広報活動を実施しているわけですけれども、こ

れを全体目標を定めた戦略的な取組を組織横断的に行うというようなことが必要ではないか、

そういう内容になっております。 

  次の点が、人材流動化を想定した総合的な人材育成施策というふうに書かれておりますけ

れども、これは産業界の人材に関わる対応で、長期的な人材需給見通しに基づいてどのよう

に人材の充足を図っていくか、その際に人材がより流動化することを想定すると、知識管理

とか社会人教育とか、こういった環境を整えていくことが必要ではないか、更に産業界を考

えたときに、規制人材の育成も含めて総合的な検討が必要というような提言をしております。 

  それから、三つ目が、ダイバーシティ、エクイティ＆インクルージョンということで、こ

れに関わる業界内での取組ということです。 

  このダイバーシティに関しては、国際的にも原子力業界というものが多様性の観点で他の

産業分野に比較してもなかなか遅れているという認識があり、国際機関等でも様々な施策が

推進されております。そういう中、日本の原子力産業界としてどういう対応をしていくのか、

そういうことを明確に示すことができる、そういうことができる取組が必要だという提言を

しております。 

  それから、四つ目の研究開発の国際競争力向上に向けた取組というのは、現状、研究開発

の国際競争力という観点で全体的な目標を掲げて、戦略的に取り組むことができているのか

という問題提起でありまして、そのような検討の場を立ち上げることを提言しているもので

す。 

  それから、五つ目の原子力教育・研究基盤の充実に向けた取組、これは既にＡＮＥＣの活

動がありまして、ＡＮＥＣの活動が正にこうした問題を組織横断的に検討して実行するとい

う枠組みになっていると理解しています。 

  なので、新たに検討の場を立ち上げる必要があるとは思っていませんが、ＡＮＥＣの活動

自体が政府のイニシアチブの事業の中で有期の活動として実施されてるので、ＡＮＥＣの活

動終了後にどのようにその体制が維持されるのかという持続的な仕組みの構築というものを

ＡＮＥＣの活動を通じて実施していく必要があるのではないか、そういう内容になっており

ます。 
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  最後に２点、国際関係で２点挙げておりまして、一つ目が国際機関・国際会議における貢

献を高めるための取組、これはカーボンニュートラル社会の実現に向けた世界的な原子力利

用の拡大に向けて、現在様々な議論が行われておりますが、そういう中に日本としての意見

発信を的確に行っていくための戦略的活動が必要だという認識。 

  それから、最後が戦略的な原子力新規導入国支援に向けた取組ということで、これも世界

的に原子力利用の拡大が進むと、今後、新規導入国が多く増えていくということが予想され

る中で、日本としてどのような戦略で新興国の支援を行っていくのか、それを検討する場が

必要ではないかという提言を行っております。 

  以上、原子力人材育成ロードマップ２０２３年度改訂版の概要について説明させていただ

きました。 

  現在、戦略ワーキンググループでは、定期的に関係省庁の方々とロードマップで提起され

ている様々な施策を具体的に展開する方法について意見交換をさせていただいております。 

  また、各分科会の主査に対しては、ロードマップを指針としてこれまでに実施してきたこ

とに加えて何かできることがないかということを毎年度の活動計画立案時に考えてください、

こういうやり取りをしているところでございます。 

  こうした活動を通じて、組織横断的に人材育成課題に取り組む活動というものが増えてい

き、それに対してネットワークとしての支援活動が有意義なものになっていくということを

目指したいというふうに思います。 

  最後に一つ、初版以来、１０年を経て改訂されたこの２０２３年度改訂版ですけれども、

今後は３年ごとに改訂するということを計画しております。世の中の動きに合わせて、ロー

ドマップが常に指針として意義のあるものであり続けることを目指したいと思っていますの

で、今後とも御指導をよろしくお願いいたします。 

  以上で説明を終わります。 

（上坂委員長）吉村様、御説明ありがとうございました。 

  それでは、原子力委員会の方から質疑させていただきます。 

  それでは、直井委員からお願いいたします。 

（直井委員）どうも吉村さん、御説明どうもありがとうございます。 

  原子力人材の育成と確保を戦略的に進める方策の検討として、人材育成ネットワークがこ

の時期にロードマップを改訂されたという意義は非常に大きいと思います。非常に網羅的な

提案がなされています。 
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  初めに、２ページのところで、最初のロードマップは２０１４年に策定をされたというお

話ございましたけれども、この以前のロードマップと今回の改訂版の大きな違いと、それか

ら、今回改訂に当たって２０１４年のロードマップで提案されている施策に対するレビュー

はされているんでしょうか。その２点、お願いいたします。 

（吉村事業主管）２ページの、改訂に際して考慮した事項の二つ目の矢羽根、御説明しません

でしたけれども、ここにロードマップに基づく活動実績を踏まえた改善ということが書いて

ありますが、２０１４年のロードマップに基づいていろいろ活動していった結果として、

Lesson＆ Learnedとして改訂版に反映すべき事項は何か、そういう検討をやっております。 

  内容の詳細は、解説資料には書いてあるんですけれども、端的に言うと、まず大きな問題

として人材獲得に関わる施策の拡充を挙げています。オリジナル版では人材の育成というく

くりの中に獲得という内容も包含されているというか、盛り込まれていました。そうではな

くて、獲得と育成ということは明確に分けて、人材の獲得ということと原子力の理解醸成と

いうようなことを一つにまとめた大きな項目立てにしようというのが、今回の改訂での大き

な変更になっています。 

  それから、二つ目にここに書いてあるようなネットワーク分科会の役割の明確化がありま

す。初版のロードマップでは、それぞれの施策に対してネットワークの分科会がどういう活

動をするのかということが明確にひも付いた整理にはなっておりませんでした。今回このロ

ードマップの使い道として、ネットワーク分科会の活動の指針とすべきということを考え、

分科会活動との関連性を明確にする形に構成を変えています。以上、大きく二点が大きな変

化になります。 

（直井委員）どうもありがとうございます。 

  それから、６ページ目のところで、いわゆる戦略マップの検討のプロセスという御説明が

ございまして、バックキャスティングによる検討のプロセスであるというお話だったんです

けれども、この１０年後のあるべき姿として七つの項目があって、これから課題と対応の抽

出を行って、最終的に５つの施策にたどり着いているというような流れなんでしょうか、そ

の辺の検討のプロセスについて、もう少し説明していただけると助かります。 

（吉村事業主管）順序とすると、まず施策として考えなければいけない要素、右側の要素を整

理した上で、それぞれの要素、例えば獲得という施策を考えるに当たって、獲得することが

できる状態というのは、どういう状態を目指さなければいけないかということで、そこに対

応するあるべき姿、目標というものを考える。それから産業界の人材育成、ここは産業と研
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究開発というふうに分けて考えると決めた後に、産業の状態は１０年後はどうあるべきかと

いうことを、それぞれの人材育成の施策を考える目標とすべき、ゴールとして設定すべき状

態を、あるべき姿として記載するという形に整理しました。 

（直井委員）分かりました、ありがとうございます。 

  それから、ロードマップという言葉が入っているわけなんだけれども、経時的にどう実施

進行していくという計画のようなものではなくて、この五つの施策分野別を具体的に実施し

ていくべき施策の内容と実施主体を明らかにして、その中で具体化は実施主体、若しくは人

材育成ネットワークの分科会活動の中で実施していくというようなことかと思います。 

  それで、様々な施策をどう具体化、実行していくかというところが非常に今後重要になっ

てくるわけで、その中で吉村さんの方から説明ございましたように、関係省庁連絡会議とか、

それから運営会議の中で議論を継続していくというお話があったんですけれども、やっぱり

実際の施策に対してどういうふうに実施をされているかというフォローアップを、例えばこ

の戦略ワーキンググループなどでやっていくとか、何か具体的なフォローの仕方についてお

考えがありましたら教えていただけますか。 

（吉村事業主管）戦略ロードマップに基づいて、例えばまだ未着手のものが関係省庁との対話

を通じてどういうことが具体的な施策として今後立ち上がっていけそうかとか、各分科会の

活動の内容がこれに基づいてどう変わっていくかというようなことを、今ネットワークの活

動は年に２回運営委員会というものを設けているわけですけれども、戦略ワーキンググルー

プからの報告として、定期的に運営委員会に報告して、その中で議論し、次どうやるかとい

うような議論が継続的にできるようなことを考えています。 

（直井委員）ありがとうございます。 

  やはりグッドプラクティスですね、バッドプラクティスもあると思うのですけれども、そ

ういった情報を共有するというのは非常に重要かなというふうに思いますので、よろしくお

願いしたいと思います。 

  それから、最後のページで吉村さんがおっしゃっていましたけれども、育成人材、総合的

な検討ということで、是非是非規制庁と連携が取れるような形で、人材育成を一緒にやって

いくということがいいのではないかなと思いますので、よろしくお願いしたいと思います。 

  私の方からは以上です。 

（上坂委員長）では、岡田委員、お願いいたします。 

（岡田委員）御説明ありがとうございました。 
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  私の方は直井委員と重複してしまうと思うのですけれども、最初の１ページの図ですね、

組織図の、これは矢印が協力と連携のところしかないのですが、実際には今のお話を聞くと

初等教育分科会など、それぞれの分科会のところに戦略ワーキンググループから下りてきて、

それがまた結果が上がっていくという形にはなっているわけですよね。 

（吉村事業主管）はい。戦略ワーキンググループを作った趣旨として、それぞれの分科会活動

の計画立案、それから成果を踏まえて次の計画どうするかという、いわゆるＰＤＣＡが回る

ようなファシリテーションの機能を戦略ワーキンググループが担うということにしており、

毎年最初の計画立案のところ、それから、年度途中での成果報告の内容について、戦略ワー

キンググループがその内容について入って一緒に議論する、そういうような運営の仕方をし

ております。 

（岡田委員）ありがとうございます。 

  それで、私がちょっと心配というか、見えてこないと思うのは、この下に８４機関がここ

に入っていて、例えば私だったら大学に勤めていたわけですけれども、その大学の長も入っ

ているのだと思うのですが、その大学の下の人たちがどういうことをやってどういう成果が

あるかということは拾われているのでしょうかということを聞きたいです。 

（吉村事業主管）全てが網羅的に拾われているかということに対しての確信はないのですけれ

ども、各分科会の委員構成は、関連する幾つかの大学が入って、研究機関も入って、メーカ

ー、電力も入ってという形で一応広く情報が共有できるようなメンバー構成で考えられてい

ます。 

  ただ、情報の発信とか共有の情報源というのは、そこに参加されている委員の方々が担う

ので、そこの代表制というか、そこに出てこられている委員の方々がどれだけのバックグラ

ウンドでもってそこに情報を発信していくかということによってかなり凹凸はあるかな、正

直そういうところはあるかなというふうに思います。 

（岡田委員）私は、そこの凹凸がすごく心配なのですね。実は大学で行って、地方の人がやっ

ていたとしても、ほかの人たちに情報共有されてないことが私はあったということを言いた

いのです。 

  そうなると、やっぱり先ほど直井委員がおっしゃったように、そこの大学で例えばそこの

機関でベストプラクティス、こういうことで成功したよというのを吸い上げた方がより効果

が出るのじゃないかと私は思うのですね。だから、これだけ色んなことをやらなきゃいけな

いのでしたら、吸い上げることを考えたら、ほかの人たちがそれを共有できると思うのです
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よね。そういうふうにやっていただきたいなというのが私の一つの意見です。 

（吉村事業主管）是非そういう方向で、各活動が動くようにやっていきたいと思います。 

（岡田委員）私は、もう一つですけれども、先ほど言ったように私も大学で、小・中・高校生

に、特に物理を親しんでもらうための活動をずっとやってきているのですね。人材育成、特

に女子対象にやっていたのですが、人材育成ネットワークには女性という言葉が、最初の頃

も特に全然見当たらなかったのですよ、すごく気になっていたのですけれども、最近ダイバ

ーシティ、エクイティ＆インクルージョンというのが入りましたけれども、これの危険性は、

実はダイバーシティというと、国民の半分が女性なのにもかかわらず多様性というと多様性

で薄まってしまうのですね。多様性で濁してしまう、そういう議論がすごく多くなってしま

うのですね。女性、女性と言うと、確かに女性だけかと言われるのですけれども、でも、国

民の半分が女性ですからね。母数の数からいったら女性は多いのですよ。なので、私は意識

はしてもらいたいと思います。確かに今のはやり言葉といったらおかしいですけれども、ダ

イバーシティ、エクイティ＆インクルージョンって格好いいかもしれないけれども、本来は

やっぱり目を見て、ちゃんと女性も、それからいろんなダイバーシティ、多様な人たちもと

いう感じの、意識をしてもらいたいとずっと思っているのですけれども、その点はどうでし

ょうか。 

（吉村事業主管）同じ認識でございます。実際にネットワーク活動の中身でいろいろと注力し

てやっていることというのは、やはり女性の原子力技術者を増やしていくとか、そういう女

性にもっとこの業界に入ってもらおうという活動が主な活動になってございます。むしろこ

ういう文章の中で女性の活躍、促進というと、これまたそこだけかと言われるので、そうい

うことを包含してダイバーシティという用語をあえて使っているところもあります。 

  今日、紹介していませんけれども、本文の文章の中では、私の記憶では、たしか「女性の

活用のような多様な」という、そういう女性の活用というのを例示しつつ、その後ろで多様

な人材という形でそれを包含するというような表現を使うようにはしていて、女性という言

葉がちゃんと前に出るように、それは意識しているつもりでございます。そうしていきたい

と思います。 

（岡田委員）どうもありがとうございました。是非女性というのを頭の隅に置いておいてほし

いなと思います。 

（吉村事業主管）隅ではなくて、かなり前の方にありますので。 

（岡田委員）以上です。ありがとうございます。 
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（上坂委員長）それでは、上坂から幾つか意見を述べさせていただきますが、先ほどの直井委

員からの質問にありましたように、２０１４年の策定ですね。それからどのようにバージョ

ンアップしたかですが、２ページにある改善ですね。下の方にある。これでやるということ

であります。 

  それで、今後３年ごとに改訂していくということで。それから、前回もそうだったのです

けれども、６ページですが、１０年後にあるべき姿に対しということで、２０１４年のとき

も２０２４年を想定してそのときの姿を検討し、そして右側の内容をと思うのですね。私も

メンバーだったもので覚えているのですが、そのときは今の時点でもっと再稼働しているは

ずと思いました。１０年前は。それが今１２基にとどまっているということで、大分左側の

１０年後とは違っていたということ。それから、今後更に１０年後といいますと、きっと今

度は第７次エネ基で大分見えてくると思うのです。そこで見えてくる１０年後だと思います。

これもまた変わってくる。今の現状のメンバーは変わるかもしれない。早めに改訂していく

というのがよろしいかなと思いますけどね。そういうことでよろしいですかね。 

（吉村事業主管）実際、１４年のときにはまだ政府の、将来的な日本としての原子力をどうい

うふうに利用するかということの明確なメッセージは出ていなかったので、どちらかという

とネットワークの方である意味勝手にといいますか、これを作るために将来の想定をしまし

た。実際にはそのとおりには全然いかなかった。今回の改訂では、この１０年後というのは、

今、上坂委員長おっしゃったように第六次のエネ基の内容を基本的にはベースにしていて、

そこで書かれている２０５０年に向けた長期的なターゲットを実現するための途中段階とし

ての２０３０年というような位置付けで、例えば発電所再稼働の基数であるとか、そういう

ものを置いています。 

  ３年ごとと言っているのも、エネ基自体がそういうインターバルで変わっていきますから、

そこに合わせた形で将来の目標を改訂していくというのが非常に重要なことかなと思ってお

ります。 

（上坂委員長）それから、７ページ以降に、この表の真ん中に実施主体と書いてあるのでよろ

しいかと思うのです。それで現在、意見交換中ということですけれども、この実施主体がこ

のロードマップを尊重して動いてくださるということは非常に重要かと思うのです。そこは

どうですかね。意見交換もあるのですけど、もう少し強く要請するということはできないの

でしょうか。 

（吉村事業主管）関係省庁との意見交換を通じて得られた結果を、ネットワークの運営委員会
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等で、そこには関連している主要な機関の責任ある人たちが参加しているわけで、そういう

中で議論していくことだなと思っています。色々な施策があって、その施策の重要度とか緊

急度とかが全て同じではありません。この中から特に緊急性を要するとか重要度の高いもの

で、まだ手が付いているものは何なのかということを議論して、まずそういう必要性の認識

が関係者の中で共有されないと、なかなか実際の活動にはならないと思います。関係省庁と、

関係機関との間で、この中から本当にやらなければならない最重要なものはどれかというこ

とを明らかにして、それを実行に必要な機関が、自分がやるんだという思いになって施策を

進める、そういうことを全部に対して一律にやるのではなくて、重要なものを特定していき

ながら具体化を図る、そういう議論ができればというふうに考えております。 

（上坂委員長）それから、７ページ以降、具体的施策がある。これに関して私、重要だと思う

ことを幾つかコメントして御意見を頂ければと思うのです。まず７ページの原子力に対する

国民の理解・信頼を得るための施策。国民側に分科会の分担が書いてある。ここでこの右の

下の方に活動無しとある。確かに非常に分かりやすい説明資料等を作るということは、人材

育成ネットワークの事務局の仕事ではないと思うのです。それは各原子力機関が作っていく

ものだと思うのです。実は非常にいいものがいっぱいあります。ここにある原子力文化財団、

原産協会もそうですし、各原子力機関、それから電事連、電中研とか。非常に分かりやすい、

それも初等、中等の学生さん用にアニメ、動画を使ったコンテンツもあるということです。

これらがなかなか知られていない。実は２年前に人材育成ネットワークにお願いしてポータ

ルサイトを作ってくれないかと。これを見ると分野ごとにどのコンテンツがあるか。それか

ら難易度でも分けられるようなポータルサイトを検討お願いできないかということを言いま

した。今２年たっているのですが、とても良いものができていますね。そこに行くと、今、

口頭で言ったような、それからＪＡＥＡのバーチャルリアリティーを使ったＪＲＲ-３の見

学とか東電１Ｆの見学とか、そういうのも入っています。 

  ですので、そういうポータルサイトという形ではもう作られていると思います。今の時代、

これをただこういうホームページで終わらせるのではなくて、ＳＮＳ等を使って更に若い世

代の人に広く参照していただく必要があるのかなと思います。原子力学会のＹＧＮ（Ｙｏｕ

ｎｇ Ｇｅｎｅｒａｔｉｏｎ Ｎｅｔｗｏｒｋ）とか、学生連絡会とお話ししたいなと思っ

ているのです。ですので、ここも“活動無し”と表現ではなくて。そのポータルサイトで見

えるようにされていると思います。そういうことも書いていただくとよろしいかなと思いま

す。いかがでしょうかね。 
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（吉村事業主管）それは全くそのとおりだと思います。今後そこにポータルサイトということ

をやっているということを記載するようにしたいと思います。 

（上坂委員長）それから、次に８ページです。この上のエネルギー教育の拡充で、こちらはや

はり初等、中等ですね、つまり小・中・高での教育だと思うのです。こちらの方は原子力学

会の教育委員会が教科書検討委員会をやっている。今、杉本先生が主査で、ここでも御報告

いただきました。 

  それで、文科省の方ともお話ししたのですけれども、こういう初等、中等の教育の王道は

教科書にたくさん書いていただくことだと。皆さんおっしゃるのです。文科省から見ると、

どの分野もそう言ってくるからなかなか対応が難しいということで。その最適化の結果が今

の教科書だと思います。そうすると、副読本とかセミナーとかホームページとか補助的なコ

ンテンツをたくさん用意して、それを多くの方に参加・使用いただく。それが今、現実的か

なと思うのですね。 

  そういう意味で、初等・中等分科会がありますから、是非これもこの分科会だけでなくて、

原子力学会とも連携する。既に教材はあると思いますし、それから、ポータルサイトもあり

ます。うまく活用していただく。ＳＮＳで参照していただく等の活動を是非御検討いただけ

ればと思います。いかがでありましょうか。 

（吉村事業主管）分かりました。そういう趣旨で、初等・中等分科会といろいろ議論したいと

思います。 

（上坂委員長）それから、高等教育分科会の方なのですが、４ページに、左側に大学、研究機

関、学生があって、そして、右の方に原子力人材となります。右に行けば行くほど原子力発

電所に近い分野で来ると理解するところです。私も３０年大学にいた経験から申し上げます

と、原子力も社会学的な要素をどんどん取り入れて、ビジネス的な要素、コミュニケーショ

ン、倫理、セキュリティ、国際関係を取り入れてとても幅広い分野になっているのですね。 

  これは原子力だけでなくて、電気も機械も化学もみんな同じであります。ＡＮＥＣはそう

いう広い原子力を教育し、大学、大学院での学生を増やしていく、アクションですね。それ

をやるにはとても有効に機能していると思います。 

  しかし、右側の方に、原子力発電所の方にそういう学生さんがどのくらい就職するか。私

の実感では大体３分の１ぐらい。全員ではないのですね。そして、かつ広い原子力になって

いますから、昔の私らが学生でいた頃の原子力工学、つまり理工学中心の原子力工学の科目

が今は半分ぐらいになっているのです。そうすると、原子力発電所は厳然と継続しています。
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もっと高度になっています。少なくなった科目だけでは知識が足らず、原子力発電所でしっ

かりと勤務していくには知識・演習が十分でないと思うのですね。 

  したがって、この大きな矢印の右側に行くためには、社会人教育ですね。後の方にもいろ

いろありましたが、社会人教育が不可欠ではないか。それから、大学の修士や学士の称号が

広い原子力の知識に対して出すものになっています。原子力発電所での知識をしっかりと認

証するには、今は国家資格が一番いいのではないか。だから、発電所で働く人は原子炉主任

技術者を、核燃料取扱主任者を目指し、あとは技術士等の国家試験。これらは試験科目・内

容は変わってない。それを取らせるという２段構えの教育が不可欠ではないかなと考えてい

るところであります。 

  また、先週、ＩＡＥＡの総会に出席してきました。その間、エネルギー局の技術継承課の

幹部の方々と二度にわたり会議をやったのです。ＩＡＥＡとしては、アメリカもフランスも

イギリスも、またカナダも同様の認識であるという見解なのです。ですので、ＩＡＥＡが提

唱する原子力マネジメント。それは理工学とマネジメントの両方を教育する方針なのです。

これの大学院カリキュラムと、修了後技術士等の国家資格を取ることを組み合わせた教育コ

ースを世界に提唱したらどうか。こんな議論をしてきたところであります。 

  ですので、まさにこの今、４の話をしているのです。ここの左の方が広い原子力。これは

とても重要で、多くの学生をアトラクトするにはとても重要です。ＡＮＥＣは非常に機能し

ていると思います。 

  一方、今度この黒い枠のところですね。原子力発電、エネルギーで活躍いただく方には社

会人教育が要るのではないか。そういう２段階の教育が要るのではないかと思うのです。そ

の辺りの議論はいかがでしょうか。 

（吉村事業主管）その辺りの認識は正に同じように思っています。最初の、広い分野の人材に

分かってもらうという点について、この資料の中では８ページの人材の獲得のところの一番

下に、「原子力専攻以外の学生に対する原子力教育」と記載しています。これは正にＡＮＥ

Ｃが今やっている、電気とか機械とか原子力以外の工学分野、工学だけじゃなくて人文系も

含めて、いろいろと幅広いバックグラウンドの方々が原子力という世界で、キャリアに興味

を持ってもらえるような施策が必要という意味で、ＡＮＥＣの活動にネットワークとしても

協力していくということです。 

  次に、原子力の産業、特にエネルギーに従事している方々の知識をどうやって維持するか

についてですが、今後人材の流動化が進むと、人材を、必ずしも新卒で入ってきた人を長い
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時間掛けて企業の中で育てるということにならず、経験者採用で全然違った産業から原子力

に入ってくる人たちにできるだけ効率的に早く原子力の知識を身に付けてもらう、そういう

仕組みを作っていくということが重要になると思っていて、そのためには社会人教育を拡充

する必要があり、そこに大学が、今までより大きな役割を担うということになるんじゃない

かと思います。 

  これは、「原子力産業界の施策」の中で言っている「人材の定着化や維持」ということで

ありますが、この辺の施策がなかなか総合的な施策になっていないので、資料の一番最後に

挙げている今後やっていかなければならない取り組みの中で「人材流動化を想定した総合的

な人材育成施策」として「社会人教育の拡充」を特に挙げているわけです。この中で資格の

必要性とか、そういうものも含めて議論する場が必要だと認識しています。 

（上坂委員長）それから、１２ページから１３ページの辺りに、国際・海外人材の育成に対す

る施策で。ＩＡＥＡやＯＥＣＤ／ＮＥＡの国際機関に日本人を送り込みたい。これもずっと

議論してきたことでありまして。しかしながらこの１０年を見ているとそれほど画期的に増

えていないということであります。 

  例えば私もＩＡＥＡ原子力エネルギーマネジメントスクールの実行委員長を８回やって、

そのあと基調講演で担当させていただいているのです。毎回約４０名参加者がいて、２０名

が海外からで、２０名が日本人。日本の参加者はほとんどがメーカー、電力、ＪＡＥＡの研

究者・技術者なのです。ところが海外の参加者の半分以上が政府の行政官ですよね。今回、

同総会セッションでは、海外から修了生が参加して。現在ＩＡＥＡの幹部になっている方の

講演がリモートであったとかという話で。非常に刺激になったということです。国際機関で

活躍する人材の方は、社会学的な、文系的な方の方が向いているのではないかと思うのです。

そういう意味では全体像といった絵のうちの４ページの左側のところの大学、学生という部

分。ここは半分近くが英語で文科系的な要素が入っているのです。ですからこういう方々を

是非国際機関で働けるような導き方があるのではないかなと思うのですよね。例えばＮＥＭ

Ｓとか、海外の若い人向けのセミナーに、文科系出身の方、あるいは文系的コミュニケーシ

ョンや国際関係の研究をやっている方々を参加させていくというようなやり方があるかなと

思うのですね。 

  この件は１０年前に比べて、はるかに原子力系学科・専攻に文科系の方、人文社会的な方

が増えてきているので、やりやすくなると思うのですけれども。その辺りいかがでしょうか。 

（吉村事業主管）その辺りは余り今まで議論をしていませんでした。企業の中では当然原子力
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を前に進めるためには技術系だけじゃなくて、文科系の人たちも必要ですし、そういう方々

が活躍する分野だと考えていますが、講座の中身が技術的な内容が多いこともあるかもしれ

ませんが、結果、受講生は技術系中心になっているのだと思います。もうちょっと裾野を広

くして、人文社会系のバックグラウンドのある人もどんどん参加しましょうという働きかけ

を、ネットワークを通じてやるということは可能だと思いますし、それは是非やっていきた

いと思います。 

  あと、国際機関の重要なポジションを、日本として獲得していこうということになってい

くと、それはボトムアップなアプローチというよりは、逆にそういうポジションを担える日

本の人材が、例えばそれは産業界であれ、行政の方であれ、誰なんだということがある程度

顔が見えているんじゃないか、そういう見えている顔に対して、直接そういうことをやって

くれませんかというようなアプローチが必要なんじゃないかというような議論も、最近外務

省の方との意見交換のときにしています。ただ単に手が挙がるのを待っているだけでなく、

もうちょっと積極的に働きかけることも行うといった、トップダウンとボトムアップの両方

のアプローチが必要なのかなと考えます。 

（上坂委員長）あと私から最後ですけれども、１１ページの教授人材の維持・拡充です。これ

も私も大学にいたからよく分かるのですけれども、教育陣も世代交代が起きちゃっているの

ですね。そして、先ほど言ったように狭義の原子力工学を教えられる方が正直減っていると

いうことは致し方のないところで。ですので大学や大学院での教育にも産業界から経験のあ

る方が講師として、講義・演習を部分的でも取っていただいて、御経験を教えていただくと

いうことは不可欠かなと思っておりますので、私は技術士を持っている方にそういうことを

お願いしている。お話ししているところですけれどもね。 

  ですから、これは大学だけの問題ではなくて、産業界と連携してやるべき問題だと思って

おります。この辺はいかがでございましょうか。 

（吉村事業主管）今の１１ページの産学連携促進の真ん中に書いている人材交流というのが正

にそういうことです。この産学連携というのは、産業界のリソースがより教育現場で、教育

の環境を充実させるためにもっと働くべきだという視点で書いています。リソースというの

は人的リソースや、資金などを含んでいて、産業界が自分の産業を支える人材を育成するこ

とに、人とお金をもっと使う、そういう検討を積極的に進めるべきじゃないかということを

ここでは書いてありまして、そういう議論が必要だと私たちも思っています。 

（上坂委員長）私からは以上でございます。 
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  ほかにいかがでしょうか。どうぞ。 

（岡田委員）すみません。言い忘れたんですが、７ページのところです。 

  原子力に対する国民の理解・信頼を得るための施策として、一番下の社会への効果的な働

きかけというところに、科学コミュニケーターやインフルエンサーの育成・活用と書いてあ

りますけれども、これは私もやっていますけれども、各大学でオープンスクールというのを

やっていて、あそこでかなりコミュニケーション活動をして、原子力の話をしたり、放射線

の話をしたりしているのですね。それを聞いて一緒に仲間に入ってくるほかの学科の人たち

もいるのですね。私は今後、こういう学生に対しても、この人材育成で考えてもらいたいの

です大学という教育機関でコミュニケーション活動を活動をして明記したらどうかなと思っ

ています。すごく効果的です。若者同士の。今後ユーチューブ作ったりなんかするのにも活

用できるので、是非そのことを入れていただきたいなと思っております。 

（吉村事業主管）はい、入れましょう。 

（岡田委員）よろしくお願いします。 

（吉村事業主管）ワールド・ニュークリア・アソシエーション、ＷＮＡの人材育成に関するワ

ーキンググループでの話なのですが、検討されている施策の一つにアンバサダーですか、そ

の世代の立場で意見を言う人の中に、原子力に対してポジティブなことを発信する、そうい

う人がいることが一番影響力が大きいので、例えばワールド・ニュークリア、ＷＮＵですね、

世界原子力大学の卒業生が積極的に世界に対して、若者の中で原子力を広めていくアンバサ

ダー的な役割を担うような活動を推進しましょうといった活動が検討されているんですよ。

こういうことは日本国内でも極めて有効だと私も思いますので、是非一度考えていきたいと

思います。 

（岡田委員）よろしくお願いします。以上です。 

（上坂委員長）それでは、どうも御説明ありがとうございました。 

  それでは、議題１は以上でございます。 

  次に、議題２について、事務局から説明をお願いいたします。 

（武藤参事官）二つ目の議題でございます。 

  こちらの方は、第５７回原産年次大会についてということで、日本原子力産業協会事務局

長兼国際部長、木下雅仁様から御説明を頂きまして、その後、質疑応答の予定でございます。 

  本件は、原子力利用に関する基本的考え方の３、原子力利用の基本目標及びその重点取組

について、に関連するものになってございます。 
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  それでは、木下様から御説明をよろしくお願いいたします。 

（木下事務局長）日本原子力産業協会の木下でございます。本日はどうぞよろしくお願いいた

します。 

  それでは、早速ですが、この４月に行われました第５７回原産年次大会の概要について報

告をさせていただきます。 

  ２ページをご覧ください。基調テーマ「今何をなすべきか－国内外の新たな潮流の中で原

子力への期待に応える」といたしまして、本大会は、第７次エネルギー基本計画策定を見据

え、国内外関係者など専門家による議論、「今後の原子力政策の方向性と行動指針」を踏ま

えた議論を通じて、我が国の今後の原子力政策の在り方や、バックエンド、人材基盤強化な

ど、正に産業界が現在直面する課題解決の方向性について示唆を得る機会といたしました。 

  参加者について言いますと、約７００名でした。 

  情報発信の方法に関しまして、従来の当協会のウェブおよび原産新聞での各セッション内

容の発信に加えて、社会により広く発信することを狙った新しい取り組みとして、一般紙の

ウェブニュースに大会全体の概要を掲載およびＳＮＳを通じて各セッションの概要をタイム

リーに発信して、若い人たちを中心に知ってもらう取り組みを実施いたしました。 

  それでは、早速セッションの内容ですが、３ページの主催者の挨拶ですけれども、当協会

三村会長から、原子力発電の拡大を目指す国際的な動きが加速している中で、日本では昨年、

原子力の最大限活用に向けた法改正などが行われ、このような国内外の強い原子力推進のモ

メンタムの中で、原子力産業界は今何をなすべきなのかを鑑み、開会としたいと述べました。 

  来賓の挨拶としましては、経済産業省の岩田副大臣より、原子力産業の事業環境は年々危

機的な状況になりつつあることから、強靭な原子力サプライチェーンの構築に向けて、政策

支援をより一層強化することを挨拶の中で述べらました。 

  ４ページをご覧ください。特別講演が２件ございました。まず、世界原子力発電事業者協

会ＷＡＮＯのＣＥＯの千種様からは、ＷＡＮＯには数十年にわたるプラントのデータが豊富

に蓄積されており、そのようなデータをこれから建設するプラントも含めて、適宜会員に提

供しながら、様々な安全性向上に向けた活動を行っている紹介をいただきました。 

  続きまして、元米国のＤＯＥの副長官のポネマン様は、エネルギー戦略における新しい視

点と原子力の役割については、データセンターやＡＩによってもたらされる追加的な発電需

要は、２０３０年までに１，０００億ドル以上の投資に相当する１００ギガワットに達する

と予測していると述べ、原子力発電は増大するエネルギー需要に対応して、気候変動と戦い、
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エネルギー安全保障を強化するための重要な解決策を提供するものであるとし、責任ある原

子力技術の開発と利用が地球の未来を確保する鍵であることを強調をされていました。 

  ５ページからは「カーボンニュートラルに向けた原子力事業環境整備」と題したセッショ

ン１になります。この数年、原子力事業環境整備に関する内容を取り上げてきましたけれど

も、今回エネルギー基本計画策定を見据えまして、本格的にセッションで議論を行うことと

いたしました。２０５０年のカーボンニュートラル達成まで、我が国の政府並びに産業界の

必要な取り組みについて、海外の成功事例から示唆を得ることを狙いとして、このセッショ

ンを行ったものです。モデレーターおよび登壇者の方は記載のとおりでございます。 

  ６ページ以降、具体的な発信内容です。モデレーターであるみずほ銀行の田村様よりセッ

ション１に関する導入が話された後、フランス原子力産業戦略委員会のマイヤール様から、

マクロン大統領が２年前に既設炉の運転期間延長、６基の新設さらに８基のオプションの建

設を発表したことが紹介されました。また、ＳＭＲや革新炉開発も進められており、これら

の実現に向けた行動計画を立案し、本年後半に署名される予定であることが述べられました。 

  ７ページをご覧ください。英国エネルギー安全保障・ネットゼロ省のヘイスティ－オール

ドランド様は、英国政府が最大２４ギガワットの原子力発電容量の確保を目標とするロード

マップを作成したことに触れ、その実現のために様々な施策を行っており、原子力産業の成

長と維持のためには、原子力セクター全体を網羅する総合的なアプローチ施策が重要である

ことを指摘をされました。 

  日本からは、経産省原子力政策課の吉瀬課長が登壇されまして、「カーボンニュートラル

時代の原子力と事業環境整備」について、我が国においては、原子力の投資回収とファイナ

ンスの課題があり、現行制度および新たに検討されている制度の議論が深められていること

を改めて紹介されました。 

  ８ページをご覧ください。産業界の立場から電気事業連合会の佐々木副会長に登壇してい

ただきました。まず、自由化をはじめとする様々な経営環境の変化により、原子力事業の持

続性が失われつつあるという指摘をされ、民間として原子力事業に取り組んでいくためには、

例えば既設炉の最大限活用、次世代革新炉の開発・建設、コスト回収予見性とファイナンス

等、七つの課題を掲げられまして、これらへの対応のために官民の役割分担を踏まえた事業

環境整備が急務であることを強調されました。 

  これらのパネリストの方のディスカッションでは、イギリスのヘイスティ－オールドラン

ド様からは、電力コストは達成したい目的によって変わってくる。原子力は内在的に高額で
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すけれども、単に発電原価だけの問題ではなく、原子力発電により達成したい政策目標は何

なのか、別の方法のコストとは何か、ゼロカーボンのベースロード電源のコスト、これをし

ないことの緩和コストなど、全てを含めて考える必要があると強調されました。 

  ９ページをご覧ください。吉瀬課長からは、発電事業者が、正に積極投資ができる環境を

しっかりと整備していくことが、最終的に日本のサプライチェーンにも直接、一番貢献する

方法であると発言されました。また、電事連の佐々木副会長からは、フランスに見習うべき

点として、具体的な基数を明確に提示したことを挙げ、それがメーカーのビジネスの予見性、

その研究成果の活用の蓋然性につながることを改めて強調されました。 

  最後にモデレーターがこのセッションのまとめとして、日本の原子力の根幹となる技術・

人材を維持・強化していく支援策が引き続き必要でありますが、事業環境整備がゴールでは

なく、国の政策で安全性を前提に投資の意思決定をして、原子力を新設していくこと、さら

に１基に留まらずサステナブルに建設していくことが重要である強調されて、このセッショ

ンの締めくくりました。 

  セッション２では、高レベル廃棄物最終処分地選定、使用済核燃料管理の柔軟性確保につ

いて、海外事例も参考にして、地元との共生という視点を取り入れた議論を通じまして、今

後の我が国の原子燃料サイクルに係る示唆を得ることを狙いとしました。モデレーター以下、

登壇者の方は記載のとおりになります。 

  １１ページをご覧ください。モデレーターは、当時、原子力安全研究協会の山口彰理事に

登壇いただき、原子力の持続的利用のためには正当性、合目的性、将来性、そして実現性が

そのキーワードであると述べられました。また、高レベル放射性廃棄物の最終処分へ向けた

取り組みには、使用済燃料の安全管理と貯蔵能力の強化によって、対応の柔軟性を高め、中

長期的なエネルギー安全保障につながることを強調されました。 

  次に、日本を代表して、当時、ＮＵＭＯの近藤理事長が発表されて、特に処分地選定に当

たって、自治体と設置者が関連施設を当該地域社会にとって正当性がある姿で実施すべく、

透明性を確保しつつ真摯な対話を重ねて、設置者が信用されたときのみ実現可能となると述

べられました。 

  １２ページをご覧ください。海外の事例の紹介になります。フランスのＡＮＤＲＡからド

ゥロール様が、Ｃｉｇｅｏというフランスの深地層処分場プロジェクトにつきまして、その

重要な成功要因には、明確なガバナンスとしてステークホルダーとの継続的な対話、意思決

定に余裕のあるロードマップとマイルストーンなど四つの点が挙げられると強調されました。 
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  次に、スウェーデンのＳＫＢ社のポレリウス上級副社長は、科学的根拠に基づいた安全性

を住民に丁寧に説明したことを紹介し、長年にわたる住民説明会や個別面談などを通じて、

透明性と誠実さを貫いたコミュニケーションを図り、最終処分場建設予定地である自治体へ

の積極的な投資および雇用創出などを通じて、地域社会の発展に貢献した実際の成功事例を

紹介いただきました。 

  １３ページをご覧ください。現在、深地層処分でリードしているフィンランドから、ポシ

バ社のヤロネン様が「オンカロ－世界初の使用済燃料最終処分施設」について説明された中

で、立地決定の成功の鍵として、事業者の信頼性と透明性の堅持、信頼できる当局、明確な

プロセスと責任役割分担、そして国民に有益な原子力産業であることを挙げられました。 

  最後に、山口モデレーターより、使用済燃料管理と最終処分についての課題は、地域の信

頼を得るために原子力や最終処分の正統性を伝えること、ステークホルダーの役割と責任を

明確化すること、更に独立性と専門性の高い信頼される規制機関が安全性を地域住民や国民

に伝えること、この３点が挙げられて、このセッションのまとめとされました。 

  １４ページをご覧ください。次にセッション３では「福島第一廃炉進捗と復興状況」とし

て、東京電力よりＡＬＰＳ処理水の海洋放出後における福島第一原子力発電所の最新状況を

報告いただきました。また、さらなる福島復興に向けた地元に産業や技術を根付かせる取り

組みについて、企業関係者が活動事例を紹介するとともに、今後の展望を語りました。登壇

者は記載のとおりでございます。 

  １５ページをご覧ください。東京電力の小野様より福島第一における廃炉進捗の状況とし

て、福島第一発電所事故から１３年が経ち、廃炉作業は直実に進展しており、２０２３年に

はＡＬＰＳ処理水の海洋放出を開始し、今年２０２４年は燃料デブリの取出しにチャレンジ

する新しいステージを迎えたと述べられました。 

  次に、１６ページをご覧ください。福島の復興に係るパネルディスカッションとして、東

京大学の開沼准教授がモデレーターを務め、３名のパネリストが登壇しました。まず、「Ｈ

ＡＭＡＤＯＲＩ １３」という一般社団法人の代表である吉田様から、「ＨＡＭＡＤＯＲＩ 

１３」は、浜通り地区の１３市町村から若者を集め、東日本大震災からの復興と原子力災害

からの再生を目指して集まった団体であることが紹介されました。また、主な活動として、

若者の支援事業、浜通りの情報発信、浜通りを盛り上げるイベントの開催、さらに交流人

口・関係人口の増加に向けた取り組みが挙げられました。 

  １７ページをご覧ください。株式会社ｈａｃｃｏｂａ代表の佐藤様は、酒蔵を営みながら、
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浪江町で地域の方々とともにゼロから地域の暮らしや文化を再構築するチャレンジを行って

おられ、今後千年続いていくような新しい自由な酒造りの文化をこの地から世界に発信し、

風評被害を払拭しながら、この土地の農産物の素晴らしさを伝えたいという強い思いを述べ

られました。 

  次に、浅野撚糸株式会社の浅野社長は、２０１９年に７月に、被災した福島１２市町村を

回ったときのエピソードとして、双葉町町長が夢を語る姿が特に印象に残り、資金調達さえ

整えば双葉町に工場を進出させる決意を固めたと語られました。新工場を２０２３年４月に

双葉町にオープンさせまして、現在、現地で撚糸の製造に取り組んでおり、現地の復興に勢

いを乗せていくと述べられました。 

  セッションの締めくくりとしまして、産業や新たなカルチャーが生まれていく今、私はダ

イナミズムを感じながら地域で暮らしている。それを感じられるのは恐らく今しかないと思

っているので、是非今年中に地元に来ていただきたいという強いメッセージを佐藤さんが発

信されていました。 

  以上がセッション３です。 

  １９ページをご覧ください。セッション４では「原子力業界の人材基盤強化に向けて」と

いう題でパネルディスカッションを行いました。現在、人材確保、育成に関する課題は、原

子力産業界の中でも多くの機会で取りあげられており、特に原子力産業界で女性がいかに活

躍するかについても、これまで長い議論がされております。セッション４では若い世代にい

かに原子力の価値を認識してもらうのか、業界が女性の活躍の場として選択されるためには

何が必要かなどについて、若い世代を交えた議論を通じて、産業界関係者の共通認識の醸成

を図ることを狙いとして議論を行いました。モデレーター以下、登壇者は記載のとおりです。 

  ２０ページをご覧ください。モデレーターの芝浦工業大学の新井先生から「原子力産業を

学生に魅力あるものにするために」というテーマでお話いただきました。先生自身も芝浦工

業大学にいかに学生さんを呼び込むか、入ってもらうかに苦心をされているということでし

た。一方で、原子力産業自体は依然として重厚長大産業あるため、学生たちにとって魅力的

に映るには、産業界自体が成長し続ける必要があると説明されました。 

  そして、特徴的なパネリストとしてお呼びしたのが、ミスアメリカ２０２３年の受賞者で、

現在はコンステレーション社の社員であるスタンケ様です。彼女からはアメリカで原子力は

身近であるけれども、若者が専攻として関心を示さないことに疑問を抱いていて、自身とし

ては再び原子力を「クール」にしたい。そのためには原子力分野に関わっている方、特に会
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場の参加者やオンラインの参加者の皆さんの経験や情熱、感動を是非若い人たちと共有して

ほしい。そうすることで原子力が再びクールになることにつながっていくと発言されました。 

  ２１ページをご覧ください。近畿大学の若林先生から「近畿大学原子炉を活用した原子力

人材育成」についてお話しいただいた後、アジア経済研究所の牧野研究員から、女性がなぜ

ＳＴＥＭ分野に進まないのかという研究結果を紹介していただきました。非常に特徴的で印

象的だったのが、実証研究では、教師や親の思い込みの影響力の大きさが、子供の進路選択

に影響を与えており、それが将来の所得格差にもつながりかねないという結果が浮き彫りに

なっているとして、女性が原子力を含めてＳＴＥＭ分野に進まない理由の一つとなっている

と問題提起をされました。 

  次のページ、ＩＡＥＡのマデン様はＩＹＮＣの会長もされており、ＩＡＥＡではグロッシ

ー事務局長の下で、ジェンダー行動計画として、専門職における女性の割合を増やすことに

焦点を当てて活動をしているということで、ＩＡＥＡのリーゼ・マイトナー・プログラム、

こちらは女性専門家に技術的及びソフトスキル向上の機会を提供することに重点を置いてい

るといった紹介がありました。 

  また、セッション４では、学生を含め、６名の女性パネリストが登壇しました。特に学生

パネリストの意見としては、２３ページにありますように、福井南高校の西田さんから、原

子力は難しそうなイメージだけれども、学ぶうちに自分も危機感を持って、対話や話合いの

場に積極的に参加する必要性を感じたと発言されました。福島高専の高橋さんからは、原子

力分野で活躍する女性と話す機会は少ないため、メンターシップのプログラムの充実を期待

するとともに、自身も原子力業界に就職したいと発言されていました。早稲田大学の舟坂さ

んからは、日本では原子力分野は国際的なイメージが薄いという御意見がありました。 

  このセッションのまとめとして、原子力業界は就職を控えた高校生や大学生だけではなく、

中学生を含めてアプローチをすべきとの提案がありました。また、原子力産業は極めて慎重

に物事を進め、着実に進んでいるものの、若者の目には必ずしも肯定的に映っていない可能

性があると指摘がありました。モデレーターの新井先生は、元気で明るく、希望に満ちあふ

れた原子力産業の姿を若者に示すことで、原子力産業の未来につながると締めくくりました。 

  最後に、当協会の新井理事長が閉会挨拶をしました。 

  以上が、今大会の各セッションの議論の概要となります。 

  次に、大会参加者の方のアンケート結果につきまして紹介させていただきます。２５ペー

ジを御覧ください。 

Kobayashi Atsushi
舟坂さんと記載すべきかどうか。�「原子力業界はグローバルなイメージが少ない」とネガティブととれる発言をとりあげているため、あえてお名前は記載しない方がよいか。
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  各セッションの内容に関する主な意見です。特にセッション２では、最終処分場の各国の

実行状況は、日本では政治的な配慮によって左右されると感じる一方、海外では事業者と地

域住民のコミュニケーションによって進んでいて羨ましいという意見がありました。セッシ

ョン３では、パネリストの熱い思いに触れて福島を訪問したいと思ったという意見がありま

した。また、モデルコースを原産協会ホームページなどに上げてもらえると、視察等を検討

しやすいという声も聞かれました。これに関しましては後ほど御説明したいことがございま

す。セッション４では、私は大学生で、将来の原子力関連への就職を考えているため、女性

の人材についてのテーマがとても興味深くてよかったという声を聞くことができました。 

  ２６ページをご覧ください。参加者アンケートの次回希望テーマとして、幾つか挙げてお

ります。原子力を目指す学生を増やすためには、原子力の魅力、将来性を広く発信すること

が重要なので、テーマとして設定してもらいたい、日本における革新炉の現実、次世代原子

炉の現状と課題、それに対する方針・対策、また、ＥＵの原子力政策、資金調達をめぐる議

論について扱ってほしいという御意見を頂戴しました。 

  次回のセッションにつきましては、このような御意見を考慮しつつ、企画をしているとこ

ろでございます。 

  最後に、２７ページをご覧ください。先ほど申し上げました通り、福島セッション登壇者

の中からの福島県に是非訪れてほしいというメッセージおよびアンケートの中からも原産協

会のホームページにモデルコースを掲載してもらえると視察等を検討しやすいとの御意見を

受けまして、福島県浜通り地方に関して、今年度中に当協会のホームページ、原産新聞又は

ＳＮＳで、福島県研修モデルコース・マップを掲載し、それを通じて福島の復興状況を発信

していくことを考えております。 

  これらの発信を見て、モデルコースにお寄せいただき、実際に訪問していただく方には、

訪問を通じて福島県に対する正しい理解醸成と訪問後の周囲への発信などを期待しまして、

当協会としましても福島県にお越しいただければと思う次第です。 

  長くなりましたけれども、私からの説明は以上でございます。 

（上坂委員長）木下さん、説明ありがとうございます。 

  それでは、質疑させていただきます。 

  それでは、直井委員からどうぞ。 

（直井委員）木下さん、御説明ありがとうございました。 

  私も参加させていただきましたけれども、とても構成がよかったんじゃないかというふう
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に思います。特に福島のセッションと人材育成、若手、女性の活躍のセッションはとてもよ

かったと思います。是非このようなセッションは継続してやっていっていただきたいという

ふうに思いました。 

  それから、高レベル廃棄物の処分のセッション、フィンランドなどが実際の処分に近いと

ころまでいっていまして、そこに至る地元との関係、対話、コミュニケーションの経験、そ

れから関係者の関与の仕方など、これから日本における高レベル廃棄物の処分を進める上で

は貴重な経験の共有になったということもありますし、理解を促進することにもつながると

思いますので、地元住民の意見の発信など、ちょっとやり方、見方を変えて、継続的に実施

していっていただければいいなというふうに感じました。 

  それから、来年は第７次のエネ基が恐らく世に出ていて、とてもタイムリーな年次大会に

なるかと今から期待をしているところでございますけれども、オープンにできます計画案な

どがございましたら教えていただければと思います。 

  私からは以上です。 

（上坂委員長）よろしく。 

（木下事務局長）セッションに関してコメントを頂きまして、ありがとうございます。 

  現状で来年の大会の企画ですけれども、御指摘いただいたとおり、第７次のエネ基はもう

その頃には出てくるものと思われます。今年度内には閣議決定されているかと思っておりま

すので、ちょうど進行中の審議会での議論の様子を注意深く見守りつつ、その内容に関連を

しました事項、トピックスでセッション構成ができればいいなということを考えておるとこ

ろです。やはりその中でも、産業界としましても、事業環境の整備につきましては注目をし

ているところでございますし、計画の中に新規建設がどのように触れられるのか分かりませ

んけれども、アンテナを高く審議状況に注意しまして、より具体的な検討を続けてまいりた

いと思っております。 

（直井委員）どうもありがとうございました。 

（上坂委員長）岡田委員、お願いします。 

（岡田委員）木下様、御説明ありがとうございます。 

  私の方も感想になりますけれども、私は１日目はリモートで、２日目は会場に行かせてい

ただきました。セッション３の方の地元の復興を支えている若い人の声というのは非常にす

ばらしいなと思いました。単なる働く場所ではなくてというのは、私もそう思います。やっ

ぱり働く場所じゃなくて、自分たちの希望と、それから自分の考えたアイデアとか、いろい
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ろなものが自分の働いている中で出てくるというのがすごく生き生きとしていいなと思いま

した。 

  私も、ＷＥＮというボランティア団体の代表をしているので、年に二、三回行ってはいろ

いろな地元の人と話し合って、みんなで持ち帰ってくるのですけれども、それを発信するの

がなかなか難しくて、どういうふうにして自分たちが活動しているのを発信していったらい

いかというので、この年齢になるとＳＮＳもなかなか難しいというのもあって、どうしたら

いいかなというようなところです。それをちょっとお話しして、多分ボランティア団体の方

も皆さんそういう悩みを持っていると思います。自分は経験するのだけれども、発信がなか

なかできていない。 

  あとセッション４ですけれども、グレース・スタンケさんの話で私がすごく感じたのは、

若い人たちには自信を持ちなさいって言っていたんですよね。それはすごく大きくて、、な

かなか日本人は、自信を持った人が横柄な感じがするのだけれども、すっきり格好よく自信

を持っているというのはなかなか言えないので、自信を持つ教育も何かあった方がいいかな

と個人的には思っております。 

  それと、格好いい原子力というのを、クールな原子力というのも、私は技術者が格好いい

なというような発信をしていきたいなと思っています。安全を見つめたり、安全を追求して

いるところに格好よさがあるのだというのを発信していって、総合科学の格好よさを見られ

るような何か発信の方法を今後考えていきたいと思います。 

  それともう一つですけれども、先ほど教師と親の思い込みという話がありましたけれども、

この辺を柔らかく思い込みをなくすような活動というのは、結局国民の意識が変わることに

つながりますし、それから最終処分の方にもつながっていくので結構大きなところだと思う

ので、是非今後考えながら、活動していきたい。それから若い人の意識を変えたり、教師や

親の思い込みを変えていくような活動をしていきたいと思います。 

  感想になりましたけれども、よろしくお願いいたします。 

（木下事務局長）ありがとうございました。 

（上坂委員長）じゃ、上坂から幾つか意見を述べさせていただきますが、今回、登壇者の中で

原子力分野以外の方が何名かいらっしゃる。６ページの田村さん、それから２０ページの芝

浦工大の新井先生や、あと２１ページの牧野先生。原子力分野以外の方が登壇されています。

やはり原子力界で閉じてないという印象等を与えるためにも、原子力界以外の方々も引き続

き御登壇していただく必要があるかと思いますけれども、いかがでしょうか。 
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（木下事務局長）御意見ありがとうございます。原子力界以外の方の登壇、議論を聞く。正に

おっしゃるとおり重要なことでございまして、私どもも次回の大会も、是非原子力業界以外

の方とともに、原子力の重要性を改めて認識していきたいと思っておりますし、そういった

原子力業界以外の方との議論を通じて出される発信内容が広く社会に伝わりまして、国民理

解につながることを期待したいと思っております。 

（上坂委員長）それから、私も当日他の用件があって、全てセッションに出られたわけではな

いのですが、例えば８ページの下にあるパネルディスカッション。ここに建設資金、発電原

価とか、それから電源コスト等の議論があったことが記録されています。 

  来年は先ほど来お話があったように、第７次エネ基が見えてきた後の原産大会です。この

辺り、ファンドと電気料金をどう考えていくかというのはとても重要な議論になるのではな

いかと思うので。この辺りを是非来年度、世界に先駆けて議論をできる場を作っていただけ

ればと思いますけれども、いかがでしょうか。 

（木下事務局長）そうですね。ありがとうございます。正におっしゃった点につきましては重

要と考えておりますので、今後、セッション構成を具体化していく上で、そのような点を考

慮して、実際の登壇者を考えてまいりたいと思っております。 

（上坂委員長）それから、１６ページのセッション３ですが、この原産大会の福島セッション

はとても魅力的といいますか。実際に福島で活躍しているスタッフの方々とか、それから芸

術をやられる方々とか、それからスタートアップをやっている方々とかが毎回登壇されて、

話をしてくださるのは魅力的と思っております。特に個人的に１７ページの浅野撚糸。私も

何度か東日本大震災原子力災害伝承館に行くのです。その近くに浅野撚糸の工場があって。

もう美術館のようなデザインでとても立派ですね。まさにあそこで工場を建てたいきさつや

考えをお話しいただいた。かつ、地元から新入社員を適当数入社されているということをお

伺いしました。とてもうれしく思った次第でございます。非常にいいセッションを毎回実現

していただいていますので、来年も続けていただきたいと思います。 

  それから、最後の人材育成なんです。日本の学生さん３名。とても元気のいい学生さんで、

非常に原子力に理解がありますね。人材育成の努力も少しは効いているかなと思った次第で

す。３名の１名はもう既に原子力界に就職を決めているそうで、そういう話も出たのは非常

によかったなと思います。 

  それから、今後の課題のアンケートで、２６ページです。次回希望テーマの一番上、ＩＡ

ＥＡのような国際機関の人の話を聞ける貴重な機会なので、引き続きお願いしたいというこ
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とで。これは先ほどの吉村さんの議論とまさに同調するところで。ＩＡＥＡで活躍する国際

人をお呼びする。また、そういう方々をウェビナーで生の声を若い学生さんに聞かせるので

すね。そういうことも是非、みんなで企画したいと思います。よろしくお願いしたいと思い

ますが、いかがでしょうか。 

（木下事務局長）ありがとうございました。 

（上坂委員長）私からは以上でございます。 

  ほかに意見や質問はございますでしょうか。いかがでしょうか。 

  よろしいですか。 

  じゃ、木下さん、どうも御説明ありがとうございました。 

  議題２は以上でございます。 

  議題３について、事務局から説明をお願いいたします。 

（武藤参事官）議題３でございますけれども、今後の会議日程でございますが、次回の定例会

議につきましては、１０月１日火曜日の１４時からとなってございます。場所は、８号館６

階６２３会議室、こちら今のこの会議室となります。議題につきましては今後調整いたしま

して、委員会ホームページなどでお知らせいたします。 

（上坂委員長）ありがとうございます。 

  その他、委員から何か御発言ございますでしょうか。 

  御発言がないようですので、これで本日の委員会を終了します。お疲れさまでした。あり

がとうございました。 

－了－ 


